
●減免

●個人住民税の減免
　個人住民税は新型コロナウイルス感染症以外の理由でも減免を受けられます。

●徴収猶予

●国民年金保険料の免除と猶予
　新型コロナウイルス感染症の影響による臨時特例措置として、本人申告の所得見込額を用いた簡易な手続きにより保険
料の免除申請ができます。

前年の合計所得 減免割合
３００万円以下 10割減
４００万円以下 ８割減
５５０万円以下 ６割減
７５０万円以下 ４割減
１，０００万円以下 ２割減
廃業・失業 10割減

前年の合計所得 減免割合
２００万円以下 10割減
２００万円超 ８割減
廃業・失業 10割減

問合せ

申請書と収入の減少が分かる書類（売上帳、出納帳、預金通帳等）必要書類
決まり次第町ホームページ等でお知らせします。申請期限

減免額

減免対象者

介護保険料後期高齢者医療保険料国民健康保険税

（１）世帯の生計を担う方が新型コロナウイルス感染
　　　症で死亡か重い傷病を負った世帯

（１）世帯の生計を担う方が新型コロナウイ
　　　ルス感染症で死亡か重い傷病を負った
　　　６５歳以上の方

（２）新型コロナウイルス感染症の影響により世帯の
　　　生計を担う方の事業収入等（事業、給与、不動
　　　産、山林に限る）の減少が見込まれ、次のアか
　　　らウの全てにあてはまる世帯
　ア　世帯の生計を担う方の事業収入等（保険金等で
　　　補償された額は除く）が前年の収入額の７０％
　　　以下に減ったこと。
　イ　世帯の生計を担う方の前年の所得が１，０００万
　　　円以下であること。
　ウ　減少する見込みの事業収入等以外の前年所得の
　　　合計が４００万円以下であること。

（２）新型コロナウイルス感染症の影響によ
　　　り世帯の生計を担う方の事業収入等　
　　　（事業、給与、不動産、山林に限る）
　　　の減少が見込まれ、次のアとイの両方
　　　にあてはまる６５歳以上の方
　ア　世帯の生計を担う方の事業収入等（保
　　　険金等で補償された額は除く）が前年
　　　の収入額の７０％以下に減ったこと。
　イ　減少する見込みの事業収入等以外の前
　　　年所得の合計が４００万円以下である
　　　こと。

（１）の場合　全額減免
（２）の場合
　　　減少する見込みの収入に基づき計算した保険税
　　　（料）に下記の減免割合を適用した額

（１）の場合　全額減免
（２）の場合
　　　減少する見込みの収入に基づき計算した
　　　保険料に下記の減免割合を適用した額

保険課国民健康保険・医療係
　 ２８・０９１７

保険課高齢者・介護係
　 ２８・０１００

問合せ
申請書、納税通知書、減免の理由が分かる書類（雇用保険の受給者証や病気の診断書、学生証等）必要書類
各納期限（６月３０日（火）、８月３１日（月）、１１月２日（月）、令和３年２月１日（月））申請期限

減免対象者

（１）納期のある月に雇用保険を受給されている方で前年中の所得が２００万円以下
（２）１月２日以降に亡くなられた方で前年中の所得が「２００万円＋３３万円×扶養人数」以下
（３）納期のある月に長期療養（６か月以上）中の方で前年中の所得が２００万円以下
（４）１月１日現在、勤労学生の方で、前年中の所得が６５万円以下。
　　　ただし、１０万円以上の給与以外の所得がある場合は申請対象外となります。

税務課課税係　　２８・２４３４

問合せ

必要書類

申請期限

納期限から６か月申請日から6か月

決まり次第お知らせします。

納期限から１年間猶予期間

猶予対象者

介護保険料後期高齢者医療保険料

個人住民税、法人町民税
固定資産税・都市計画税

軽自動車税
国民健康保険税

①②の両方に該当する方
①新型コロナウイルス感染症の影
響で令和２年２月以降、１か月以
上の期間において、収入が前年の
同じ時期に比べて概ね２０％以上
減少していること。
②納期限までに税を納めることが
困難であること。

新型コロナウイルス感染症
の影響で令和2年2月以降、
収入が前年に比べて減少し
ていること。

世帯の生計を担う方が次のいずれ
かに該当する場合
①財産に大きな損失が生じた。
②死亡か重い傷病を負った。
③事業を廃止か休止した。
④事業に大きな損失を受けた。

①納期限が過ぎている場合は令和
２年６月３０日まで
②納期限前の場合は、納期限まで

①納期限が過ぎている場合は令和
２年６月３０日まで
②納期限前の場合は、納期限まで

申請書と収入の減少が分かる書類
（売上帳、出納帳、預金通帳等）

申請書と収入の減少が分かる書類
（売上帳、出納帳、預金通帳等）

税務課収納係　　２８・０９２６
保険課国民健康保険・医療係
　 ２８・０９１７

保険課国民健康保険・医療係
　 ２８・０９１７

保険課高齢者・介護係
　 ２８・０１００

問合せ

①マイナンバーが確認できる書類（マイナンバーカード・通知カード等）
②本人確認書類
③印鑑
④離職票等の写し（失業等により免除申請される方）
⑤在学証明書か、学生証（学生納付特例制度の申請をされる方）
日本年金機構ホームページから申請書がダウンロードできます。郵送での申請をぜひご活用ください。
https://www.nenkin.go.jp/service/kokunen/menjo/0430.html

必要書類

令和元年度分(令和２年２～６月分)
※令和2年度分(令和2年７月分以降)は、改めて申請が必要になります。免除・猶予

される期間

本人の所得見込額が一定以下の学生は、在学期間中の保険料の納付を猶予されます。学生納付特例

納付猶予

所得が（１５８万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等）以下になる見込み２５％免除
所得が（１１８万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等）以下になる見込み半額免除
所得が（７８万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等）以下になる見込み７５％免除
所得が（（扶養親族の数＋１）×３５万円＋２２万円）以下になる見込み全額免除

免除の割合は本人・配偶者・世帯主の所得と所得見込額によって決まります。

免除・猶予

対象者

①②の両方に該当する方
①令和２年２月以降に新型コロナウイルス感染症の影響で収入が減少した方
②令和２年２月以降の事業・勤務の状況からみて、令和２年中の所得が下記の免除基準の所得になるこ
とが見込まれる方

５０歳未満の本人と配偶者の所得及び所得見込額が一定以下の方は、保険料の納付を猶予
されます。

名古屋西年金事務所　　０５２・５２４・６８５５
住民課住民・年金係　　２８・０９６６

学生納付特例
令和元年度分（令和２年２～３月分）、令和２年度分（令和２年４月～令和３年３月分）

新型コロナウイルス感染症に関連する公的支援
新型コロナウイルス感染症の影響による　　　
　　　　　　　税と保険料の減免・徴収猶予
新型コロナウイルスの影響により納付が困難な方は、申請することで税・保険料の減免や徴収猶予が受けられます。

申請書と収入の減少が分かる書類
（売上帳、出納帳、預金通帳等）
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4広報とよやま　令和2年6月号
　　　特集5 広報とよやま　令和2年6月号

特集


